
　９月１日の「防災の日」から３日間、防
災について一定の知識や技能を有し、災害
時に活動できる「防災士」の養成講座が、
総合文化会館で開催されました。
　防災士は東京都にあるＮＰＯ法人・日本
防災士機構（古川貞二郎会長）が制度化し
たもので、８月末現在で全国に約１万2800
人の防災士が誕生しています。
　講座には、自治会や自主防災組織、消防
団、企業、行政機関から約150人が参加し、
防災・減災活動の実践に役立つ講習を熱心
に受講していました。

　都市防災を考える国際シンポジウム「住み続けたい町の
リスク学」が、去る７月29日に京都大学で行われました。
　シンポジウムでは、都市が抱える様々な問題（都市リス
ク問題）の中でも特に、防災・環境・教育の３点に焦点を
絞り、基調講演やパネルディスカッションで国内外の専門
家を交えて活発な討議が交わされました。
　このほか、西条、西宮、豊岡、北九州の各市とアジア太
平洋地域をはじめとする海外12カ国の実務者が集い、数日
に渡り防災についてワークショップが行われました。

基　調　講　演

　鳥取県智頭町が制度化した「日本ゼロ
分の１村おこし運動」は、旧態依然とし
た社会の変革を図るため、住民一人ひとりが一歩踏み出す
ことで町を活性化させようとするもの。高齢化が進んでい
た智頭町では、特産の杉を使い住民自らの手でログハウス
を建て、今や「杉の木村」として有名になった。
　まちおこしは内発的な動きによるものである。行政任せ
ではなく、自分たちで命・地域を守る自活力が大切。この
力は他の人と交流を図り、パートナーシップを取ることに
よって、自分の生命と地域を守る大きな力となる。

持続的なコミュニティリスクマネジメント
智頭のまちおこしの事例より
岡田憲夫氏（京都大学防災研究所教授）

　木製都市は大変燃えやすいもので、古
来日本は延焼をどう防ぐかがキーワード
だった。江戸時代は建物の破壊による消
火が行われ、延焼を防ぐため、道幅を広げ、広場や土手が
つくられた。その後、関東大震災や空襲の経験を踏まえ、
防火用としてモルタル材が多くの建物に使われた。
　しかし、阪神・淡路大震災で倒壊した木造住宅の多くは
モルタル建築によるもので、伝統的工法による建物は大丈
夫だった。伝統的工法による建物は、地震に強い。それは
絶えず修理を加えて、油断していないから。木製都市の危
機管理は、日ごろの用心とメンテナンスが重要となる。

木製都市の危機管理
小林正美氏（京都大学大学院地球環境学堂教授）

■災害復旧工事の進捗状況（件数） （平成18年９月１日現在）
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■主要な災害復旧工事の進捗状況 （平成18年９月１日現在）
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■総件数・進捗率　市工事：982件・98％　県工事：219件・97％
■問合せ　市庁舎本館災害復旧対策室　内線5843

市庁舎本館危機管理課　℡0897－56－5151　内線3123

Ｑ：海上災害とはどのようなもの？
Ａ：海上災害とは主として、海への油などの
　排出や、海上火災を言いますが、広範な意
　味では、災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、
　高潮、地震、津波、噴火、その他の異常な
　自然現象、大規模な火事・爆発、放射性物
　質の大量放出、大規模海難など）のうち、海で起こったもの
　や海に及んだものをいいます。
　　西条での海上災害は、高潮（低気圧によって海水面が著し
　く上昇すること）、津波の起こる可能性が高いと考えられて
　います。台風災害は西条も毎年影響を受けており、平成16年
　の夏から秋にかけての台風は、流木による洪水災害を引き起
　こし、西条・新居浜を中心とした東予地方に大きな被害を与
　えました。この被害を引き起こした流木は、四国中央市から
　今治市に至る港内や沖合いの広い範囲に漂い、国・県・市に
　よる除去作業は長期間に及びました。
　　この流木による被害は、船舶の航行
　に多大な影響を与えましたが、人への
　被害は幸いにもありませんでした。

愛媛県砂防ボランティア協会による

　砂防堰堤の仕組
　みについて、砂
　防ボランティア
　会員からの説明
　に聞き入る子ど
　もたち。

▲

写真提供：愛媛県

　去る７月11日、神戸小学校６年生の児童を対象に愛媛県
砂防ボランティア協会（松本康夫会長）による「土砂災害
防止のための砂防学習会」が開催されました。
　はじめに愛媛県砂防課の西井課長や砂防ボランティア会
員による校内学習が行われ、子どもたちは県内の土砂災害
や防災などについて学びました。
　校内学習の後、避難場所の確認や、県の災害緊急工事を
終えた「大保木谷川堰堤」を見学。子どもたちは「堰堤の
仕組みがよく分かった」「堰堤を見ることができて良かっ
た」など、眼を輝かせながら感想を語っていました。

えんてい

　一昨年の台風被害を教訓に、防災の基
本である「死ぬな、逃げろ、助けろ」を
住民に徹底し、防災文化を共有する強い
地域社会を作るため、祭りで発達した地域のネットワーク
などを活用し、地域の図上訓練を精力的に行っている。今
年度からは大人に近い体力や判断力も備わってくる12歳と
いう年齢に着目し、12歳教育にも重点を置いている。

　災害に適切な対応をするためには、自
助・共助・公助の３要素が求められる。
この自助の部分として、子どもの時から
自立できる力をつけるためのプログラムを作った。早くか
ら自己管理ができるよう教育することは、子どもたちの一
生を左右する重要なことである。このプログラム教育によ
り子どもたちは、自ら節水するなどの効果が現れてきた。

　西条市の防災教育は防災意識の向上にとても有効であり、非
常に興味深い発表であった。災害弱者である子どもたちが被害
に遭わないよう、環境面での配慮を行うとともに、西条市の経
験と知識を、広く他の人々とも共有して欲しい。

　津波は初めての経験であり、住民がパニックの中で市長は大
勢の死者・被災者にどう対応するか大変だっただろう。復興は
大変だが、災害に強い地域社会を作る、とりわけ災害弱者にど
う手を差し伸べるかが問題である。教育も重要で、学校の防災
教育を出発点にすることが大切である。

論評 イアン・デイビス氏
（イギリス、クランフィールド大学客員教授）

総括 ラジブ・ショウ氏
（京都大学大学院地球環境学堂助教授）

論評 マヌ・グプタ氏
（インド、ＮＧＯ「ＳＥＥＤＳ」所長）

論評 イアン・デイビス氏
（イギリス、クランフィールド大学客員教授）

スリランカの防災教育
モハメド･アリフ氏（スリランカ、ゴール市長）

　ゴール市は一昨年の津波被害で２千人
を超える人が死亡した。被災後３・４週
間は電気無しで過ごした。海外の国々か
らは復旧支援に尽力いただき非常に感謝している。現在、
政府は防災の新しい省をつくり、市レベルでは学校で子ど
もの防災・環境の教育を行っている。

　今回のシンポジウムから４つの重要な
教訓を学んだ。
　１つ目は、環境・災害管理・防災に関
する問題を解決するためには、プラス思
考で物事を捉えること。２つ目は、地域
で中心となる人物を探すことや、人物を作り出すこと。そ
のためにも、子どもの教育が重要である。３つ目は、セル
フマネジメント。政治体制や首長が替わっても継続できる
仕組みを住民に根付かせることが重要。４つ目は、コミュ
ニティーベースで良い仕事をしていくこと。小さな活動で
も有効な活動であれば、どんどん広がっていく。
　今後もこのような場で話し合っていくことの意義は、大
きいものがある。

子どもたちに自己管理の力を
河邊隆也氏（国際芸術技術協力機構理事長）

西条市の防災教育
伊藤宏太郎（西条市長）

パネルディスカッション　　̶ 持続可能な都市環境づくりにむけて ̶

　ある専門家が防災に対する一番の武器は、備えのできたコミ
ュニティーであると指摘していた。良い備えとは教育であり、
今は分からなくても20年、30年経った将来、対応できる子ども
たちを育成することは、重要なテーマである。
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